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１．平成23年２月期の連結業績（平成22年３月１日～平成23年２月28日）
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年２月期 3,815 △12.0 △281 － △419 － △342 －

22年２月期 4,340 △30.2 △157 － △237 － △471 －

(注) 包括利益 23年２月期 －百万円( －％) 22年２月期 －百万円( －％)

１株当たり 
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり 
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年２月期 △4.81 － △11.9 △6.9 △7.3
22年２月期 △6.60 － △14.5 △3.7 △3.6

(参考) 持分法投資損益 23年２月期 －百万円 22年２月期 －百万円

（２）連結財政状態
総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

23年２月期 6,007 2,685 44.4 37.40
22年２月期 6,092 3,106 49.8 42.62

(参考) 自己資本 23年２月期 2,667百万円 22年２月期 3,039百万円

（３）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による 
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

23年２月期 △341 △95 236 992

22年２月期 77 △223 340 1,206

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額 
(合計)

配当性向 
(連結)

純資産
配当率 
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年２月期 － － － 0 00 0 00 0 － －

23年２月期 － － － 0 00 0 00 0 － －

24年２月期(予想) － － － 0 00 0 00 －

３．平成24年２月期の連結業績予想（平成23年３月１日～平成24年２月29日）
(％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 2,620 39.0 △57 － △63 － △73 － △1.03

通 期 5,269 38.0 70 － 56 － 26 － 0.37



  

  

  

  
（２）個別財政状態 

  

  

・この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点におい
て、財務諸表に対する監査手続が実施されております。 

  

・上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不適格な
要素を含んでおります。実際の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。 
なお、業績予想に関する事項は４ページ「１．経営成績（1）経営成績に関する分析（次期の見通
し）」をご覧ください。 

  

４．その他
（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 有

  新規  １社 (社名) 無錫特可思電器製造有限公司      、除外  －社 (社名)
 

（２）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更
 

 ① 会計基準等の改正に伴う変更 ： 無

 ② ①以外の変更 ： 無
 

（３）発行済株式数（普通株式）
① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 23年２月期 71,337,916株 22年２月期 71,337,916株

② 期末自己株式数 23年２月期 23,430株 22年２月期 21,603株

③ 期中平均株式数 23年２月期 71,315,229株 22年２月期 71,316,886株
 

(参考) 個別業績の概要
１．平成23年２月期の個別業績（平成22年３月１日～平成23年２月28日）
（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年２月期 1,786 △17.8 △259 － △255 － △907 －

22年２月期 2,174 △20.1 △198 － △217 － △212 －
 

１株当たり当期純利益
潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
円 銭 円 銭

23年２月期 △12.73 －

22年２月期 △2.98 －
 

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年２月期 4,383 2,436 55.1 33.91

22年２月期 5,072 3,386 65.5 46.64
 

(参考) 自己資本 23年２月期 2,418百万円 22年２月期 3,326百万円
 

２．平成24年２月期の個別業績予想（平成23年３月１日～平成24年２月29日）
(％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率)

 

売上高 経常利益 当期純利益 １株当たり当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 1,516 63.5 △5 － △9 － △0.13

通 期 2,896 62.0 7 － 0 － 0.00
 

※ 監査手続の実施状況に関する表示

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
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当連結会計年度におけるわが国経済は、リーマンショック後の大幅な景気悪化を経て、一昨年春頃より外需と政

府の経済対策の効果に牽引され持ち直してきたものの、昀近の急激な円高が企業の収益を圧迫し国内での設備投資

や雇用回復への意欲を削ぐ要因ともなっており、エコカー補助金終了等の影響もあり内需は停滞し、景気は足踏み

状態となりました。 

当社グループの属する試験機業界におきましては、アジア特需を背景に鉄鋼業界を中心に材料試験機の需要につ

いて回復基調が見られましたが、動力計や性能試験機については牽引役である自動車関連業界からの需要回復が低

調で、引き続き厳しい状況となりました。  

住宅・生活用品業界におきましては、各種政策の実施により住宅関連投資に回復の動きが見られましたが、個人

消費は全体的には低調で、デフレ状況も継続し、依然として予断を許さない状況が続きました。また、締結部材業

界におきましては、新興国の台頭に伴う原材料価格の上昇や公共投資の削減、国内の民間設備投資の減少等により

引き続き厳しい状況となりました。 

なお、当年度に中国子会社である瀋陽特可思精密機械科技有限公司の第一工場について公的収用が実施され、同

工場の移転が完了いたしましたので収用補償金として38百万元（約493百万円）を特別利益に計上いたしました。 

この結果、当連結会計年度の業績は、売上高3,815,946千円（前年同期比12.0％減）、経常損失419,899千円（前

年は237,933千円の経常損失）、当期純損失は342,365千円（前年は471,018千円の当期純損失）となりました。 事

業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

①試験機事業 

試験機事業では、ここ数年の試験機需要の落ち込みに対し、グループ各社の連携を強化し、標準品や提携先の独

Zwick社製品の拡販、メンテナンス・校正事業の拡大、新規顧客の開拓や新たな産業分野への展開を進めました。そ

の結果、年度後半より受注環境に改善傾向が見られるようになりましたが、試験機は受注から売上まで相当の時間

を要し、また、一部の技術的に高度な特殊品について原価超過があったことなどから業績は厳しい結果となりまし

た。 

以上の結果、試験機事業の売上高は1,916,072千円（前年同期比18.0%減）、営業利益96,117千円（前年同期比

28.1%減）となりました。 

②住生活事業 

一般消費者向けの健康関連商品や省エネ商品の販売、不動産再生ビジネスなど様々な取組みを行うとともに、拡

大する中国市場をターゲットとして中国子会社を拠点に新たな事業展開を進めた結果、ミネラル還元水素水の販売

は好調で当初の計画を上回り、中国子会社の業績も持ち直してきましたが、国内の消費低迷等により全体的には充

分な成果は得られませんでした。 

以上の結果、住生活事業の売上高は1,490,258千円（前年同期比14.3%増）、営業損失は12,276千円（前年は

79,947千円の営業損失）となりました。 

③デジタル事業 

デジタル事業につきましては、業務提携先の問題による提携の解消などビジネス環境の急激な変化により収益機

会を見込めなくなったため、同事業に代わる新たな事業分野を模索しているところであります。 

以上の結果、デジタル事業の売上高はなく（前年は287,457千円の売上高）、営業損失12,633千円（前年は

93,751千円の営業利益）となりました。  

④ゆるみ止めナット事業 

ゆるみ止めナット事業では、厳しい受注環境の中でグループをあげて顧客基盤の拡大に取り組んだ結果、各種研

１．経営成績

（１）連結経営成績に関する分析



究機関や企業の評価も高く、製品の市場への浸透は着実に進んでおりますが、汎用サイズのハイパーロードナッ

トが生産数量の兼ね合いで原価高になっていることから安定的な収益体制の構築に時間を要しており、公共投資の

削減等の影響もあり売上は計画を下回り、厳しい状況となりました。 

以上の結果、ゆるみ止めナット事業の売上高は409,615千円（前年同期比0.2%減）、営業損失79,119千円（前年

は21,444千円の営業損失）となりました。  

所在地別のセグメントの業績は次のとおりであります。 

①日本 

国内では、当社を含めた試験機事業の受注環境に改善傾向が見受けられましたが、売上までに相当の時間を要す

ることから売上は計画を下回り、また、損益も一部の特殊品原価率の悪化を主因に総じて厳しい状況となりまし

た。 

以上の結果、売上高は2,718,427千円（前年同期比17.8%減）、営業利益は37,509千円（前年同期比78.2%減）と

なりました。 

②中国 

中国では、子会社３社の業績も持ち直してきましたが、売上高は低迷し充分な成果は見られませんでしたが、公

的収用実施による補償金計上により特別利益を計上いたしました。 

以上の結果、売上高は1,097,518千円（前年同期比6.3%増）、営業利益は15,394千円（前年は49,150千円の営業

損失）となりました。  

  

（次期の見通し） 

今後の見通しにつきましては、中国をはじめとする新興国を中心に世界経済全体の景気回復基調が見られていた

ものの、わが国経済は、円高や自動車需要の回復遅れによる関連産業への影響、個人消費の停滞とデフレの継続な

ど不安定要因も多い中で、平成23年3月11日に起きた東北地方太平洋沖地震により甚大な被害が発生し、先行き不透

明な極めて厳しい状況となっております。 

このような情勢の下、当社グループは、引き続き各事業部門における課題の達成に努めるとともに、成長の見込

める新規事業を模索しつつ、収益力の拡大を図る所存であります。 

次期の連結業績の見通しといたしましては、連結売上高5,269,000千円、連結営業利益70,200千円、連結経常利

益56,000千円、連結純利益26,900千円を見込んでおります。 

  

①資産、負債及び純資産の状況 

 当連結会計年度末における資産につきましては、総資産は6,007,336千円となり、前連結会計年度末に比べ85,177

千円減少いたしました。 

 流動資産は3,552,262千円となり、前連結会計年度末に比べ409,871千円増加いたしました。これは主に現金及び

預金の減少230,598千円、売掛金の増加331,183千円、たな卸資産の増加79,417千円によるものであります。 

 固定資産は2,454,778千円となり、前連結会計年度末に比べ490,247千円減少いたしました。これは主にのれんの

償却107,806千円、破産更生債権の減少97,019千円、その他に減価償却費の計上によるものであります。 

 繰延資産は295千円となり、前連結会計年度末に比べ4,801千円減少いたしました。これは主に株式交付費ならび

に社債発行費の償却によるものであります。 

 負債合計は3,322,051千円となり、前連結会計年度末に比べ335,881千円増加いたしました。これは主に社債の減

少120,000千円、長期借入金の増加354,384千円によるものであります。  

（２）連結財政状態に関する分析



 純資産は2,685,284千円となり、前連結会計年度末に比べ421,058千円減少いたしました。これは主に当期純損失

342,998千円によるものであります。 

②キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末と比214,110千円減少し、

992,139千円（前年同期比17.7％減）となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

 当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローの資金の減少は341,379千円（前年同期

は77,892千円の増加）となりました。これは主に売上債権の増加272,169千円、土地収用補償金492,754

千円、減価償却費124,472千円等によるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローの資金の減少は95,392千円（前年同期は

223,432千円の減少）となりました。これは主に定期預金の預入による156,032千円の資金減少、有形固

定資産の取得92,880千円等の支出によるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローの資金の増加は236,500千円（前年同期

比30.4％減）となりました。これは主に借入金の増加額940,000千円、一方借入金の返済額583,462千

円、社債の償還額120,000千円等の支出によるものであります。 

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

（注１）いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。 

（注２）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

 (注３）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しています。 

（注４）有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象

としています。 

（注５）平成21年２月期、平成22年２月期を除き、営業キャッシュ・フローがマイナスのため、キャッシ

ュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・カバレッジ・レシオは記載しておりません。 

平成19年２月期 平成20年２月期 平成21年２月期 平成22年２月期 平成23年２月期

自己資本比率(％) 49.4 41.8 51.1 49.8 44.4

時価ベースの自己資本比率
(％)

84.1 94.6 21.2 26.9 27.3

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率(年)

－ － 3.9 15.2 －

インタレスト・カバレッジ・
レシオ(倍)

－ － 10.4 2.7 －



当社は、株主への利益還元を重要な課題の１つと考え、業績に対応した配当を行うことを基本とし、

自己資本比率、収益見通し等を慎重に勘案して決定する方針であります。 

当社は、年１回期末配当として剰余金の配当を行うことを基本方針としており、この剰余金の配当の

決定機関は株主総会であります。 

当事業年度の配当につきましては、当期の業績および今後の事業展開等を勘案した結果、まことに申

し訳なく存じますが、引続き無配とさせていただきます。早期の復配を果たすべくグループを挙げ鋭意

努力いたす所存であります。 

  

当社グループの事業活動その他に関するリスクについて、投資家の判断上、重要であると考えられる

主な事項は以下のようなものがあります。当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上

で、発生の防止および発生した場合の適切な対処に努めております。 

なお、以下に記載している将来に関する事項は、当連結会計年度末において当社グループが判断した

ものであります。 

①災害・事故 

地震・豪雨等の自然災害や火災等の事故に対しては、防災対策や設備点検等を実施しております

が、万一災害・事故が発生した場合、設備の損壊や周辺インフラの機能不全に起因する生産活動の停

止・停滞により、当社グループの業績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

②海外での事業活動 

当社グループの事業には、中国における製品・商品の販売が含まれており、連結売上高の25％は中

国におけるものであります。このため、換算時の為替レートにより、円換算後の価値が影響を受け、

当社グループの業績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

さらに、海外での事業活動には、予期せぬ法律や規制の変更、インフラの脆弱性、テロ、戦争、伝

染病その他の要因による社会的または政治的混乱といったリスクがあるため、当社グループの業績お

よび財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

③製品の欠陥 

当社グループは、製品・商品・サービスに対して、品質管理体制を強化し、信頼性の維持に努めて

おりますが、予期せぬ欠陥およびリコールが発生する可能性があります。大規模なリコールや製造物

責任賠償につながるような製品等の欠陥は、多額のコストにつながり業績および財政状態に影響を及

ぼす可能性があります。 

④市場の動向 

当社グループが参入する諸市場に大きな収縮を与える国内あるいは世界的な金融経済の混乱が発生

した場合、売上高と粗利の減少、代金の回収長期化等が発生し、当社グループの業績および財政状態

に影響を及ぼす可能性があります。 

⑤新製品開発と他社との提携 

当社グループは、新製品開発が業容拡大の昀適手段と考え、多様な製品の開発を継続しております

が新製品が投入時期の遅れ等により市場ニーズに対応できない可能性もあるため、たとえば試験機事

業においては、海外有力メーカーとその製品の販売契約等を締結し、市場ニーズに即応する昀先端の

製品を市場に供給する体制を構築しております。ただし、万一、これらの契約が不測の事態により継

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

（４）事業等のリスク



続しない場合は、当社グループの業績および財政状態に影響を及ぼす可能性もあります。 

  



当社グループは、当社及び子会社８社より構成されており、試験機事業、住生活事業、デジタル事業及びゆ

るみ止めナット事業を営んでおります。 

試験機事業は当社と㈱東京試験機とで協働し、試験・計測機器の製造販売、海外業務提携先製品の輸入販

売、並びに受託試験を主に行い、㈱テークス試験機サービスは主に保守サービス・メンテナンスを行ってお

ります。 

住生活事業は、当社では企業向けの木工製品、プラスチック製品、金型の輸入販売、一般消費者向けの健

康関連商品などを主としており、中国子会社では瀋陽特可思精密機械科技有限公司、無錫三和塑料製品有限

公司、無錫特可思電器製造有限公司が、木工製品、射出成型用金型、プラスチック射出成型品、家庭用電気

製品などの製造・販売、上海参和商事有限公司が服飾副資材の仕入販売を行っております。 

デジタル事業は、マルチメディア端末とともに当該サーバー容量をネットワーク運営会社に貸し出すサー

ビス事業で、当社及び㈱テークステレコムで行っております。 

ゆるみ止めナット事業は、㈱ＫＨＩにおいてナット脱落防止スプリングと緩み防止スプリング内蔵ナット

を開発し製造販売を行っております。 

  

 

  

  

２．企業集団の状況



当社は、「技術への挑戦と顧客からの信頼」、「人間性の尊重」および「地域社会への貢献」を企業

理念としております。当社はこの理念の下、経営諸資源を積極的に活かし、従業員の意欲と能力を高め

ながら、技術的に価値ある製品を提供し続けることにより産業の発展と人々の生活の質の向上に資する

ことを実践目標とし、技術の向上により企業価値の増大を図り、以って株主、顧客など当社を支える関

係者の期待に応えるとともに、良き企業市民として地球環境の保全にも配慮しつつ、公正かつ透明な企

業活動を行うことを企業運営の指針としております。 

当社の優先課題は損益で黒字体質を定着させることであります。当社にとって収益改善施策である原

価・経費構造改革の定着化が製品開発の促進と並ぶ経営の中期的優先課題であり、原価に占める労務費

比率を25％以下、販売費及び一般管理費比率を試験機事業は20％以下、住生活事業とデジタル事業は

10％以下とすることを指標として掲げております。  

 当社および当社グループの中長期的な経営戦略としては、以下の３項目を掲げております。 

第一は、広範な顧客基盤を維持・活性化するために、試験機事業における価格競争力とブランドによ

り市場シェアを回復するとともに、独自性のある製品開発により競合他社との差別化を図ることであ

り、当面は営業力と製品開発力の再構築に重点を置きます。 

第二は、当社グループにおいて不十分と思われる分野については、他社との積極的な提携、Ｍ＆Ａ等

により補って行き顧客ニーズの充足に努めることにあります。現在の提携先である欧州メーカーとのタ

イアップをより強固なものにし、足りない分野においても他社との協業等を模索してまいります。 

第三は、試験機事業以外の事業の規模を早期に拡充し中核事業の複数化により収益の安定的な増大を

図ることであります。これらの事業には、住生活事業、デジタル事業、および、ゆるみ止めナット事業

がありますが、住生活事業においては中国子会社を使っての中国市場開拓と新たな商品開発と流通経路

の構築、デジタル事業においては関連機器の取り扱い本格化等、および、ゆるみ止めナット事業ではゆ

るみ止めナットの生産販売体制の拡大に注力いたします。 

当社グループは、以上の中長期的な経営戦略を踏まえ、引き続き事業拡大に努めるとともに、中国子

会社及び国内子会社とのシナジーを昀大限活用し顧客満足度・市場認知度を高め、売上及び利益の大幅

な向上を早期に実現できるよう努力してまいります。 

今後の見通しにつきましては、中国をはじめとする新興国を中心に世界経済全体の景気回復基調が見

られていたものの、我が国経済は、円高や自動車需要の回復遅れによる関連産業への影響、個人消費の

停滞、デフレの継続など不安定要因も多い中で、東北地方太平洋沖地震により甚大な被害が発生し、先

行き不透明な極めて厳しい状況となっております。試験機業界につきましては、材料試験機や環境試験

機は回復基調にあり、今後は品質管理の強化や試験の自動化に向けた高機能試験機の需要が伸びていく

ものと見込まれますが、震災の影響がどのように現れるかは定かではありません。また、住宅・生活用

品業界につきましては、地価の底打ち等により小売販売は緩やかに回復していくと見られていました

が、震災の影響や原油価格高騰の動きなど不安定要因も多く、先行き不透明な厳しい状況が続くと思わ

れます。また、締結部材業界につきましては、安全・安心の面から高品質・高機能で付加価値のある製

品に対する需要が高まっておりますのが、原材料価格の上昇や公共投資の削減、企業の設備投資抑制な

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

（２）目標とする経営指標

（３）中長期的な会社の経営戦略

（４）会社の対処すべき課題



ど引き続き厳しい状況が続くものと思われます。 

このような情勢の下、当社グループは、試験機事業では、引き続きグループ各社の多面的な連携によ

り標準品及びZwick社製品のシェア拡大ならびにメンテナンス・校正事業の拡大を図るとともに、販売

機会の増大に向け疲労試験機用デジタルコントローラー等の開発・製品化を進めます。 

また、住生活事業では、現在取り組んでいる健康関連商品の販売や不動産販売の収益拡大と新たな分

野への進出を目指すとともに、成長を続けている中国において、中国子会社を拠点に家電市場への参入

や日系企業への製造に関するトータルサポート、他社との提携等を進め、業績の改善に努めます。 

また、ゆるみ止めナット事業では、積極的なメーカー営業の結果、独自のゆるみ止め技術が高く評価

され市場へ浸透も着実に進んでおりますので、これまでの実績を基に国外も視野に入れより広く営業展

開を進めるとともに、コストの削減による競争力強化と適正在庫の確保に努める所存であります。 

当社グループは、安定的な収益体制の確立に向け、今後も既存事業の改善に努めるとともに、成長の

見込める新規事業を積極的に手掛け、収益力の拡大と社会貢献を目指す所存であります。 

  



       ① 【連結貸借対照表】 

４．連結財務諸表等

 （１）【連結財務諸表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成22年２月28日)

当連結会計年度
(平成23年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※1 1,316,758 ※1 1,086,160

受取手形及び売掛金 ※4 940,217 ※4 1,183,776

商品及び製品 385,762 336,461

仕掛品 269,863 400,050

原材料及び貯蔵品 121,488 120,020

繰延税金資産 5,057 5,168

その他 141,800 432,189

貸倒引当金 △38,557 △11,563

流動資産合計 3,142,390 3,552,262

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※1 790,045 ※1 727,555

減価償却累計額 △375,951 △340,932

建物及び構築物（純額） 414,093 386,623

機械装置及び運搬具 1,440,111 1,291,795

減価償却累計額 △1,041,518 △1,100,900

機械装置及び運搬具（純額） 398,592 190,895

土地 ※1,3 1,471,074 ※1,3 1,460,405

建設仮勘定 － 37,241

工具、器具及び備品 395,686 391,431

減価償却累計額 △343,948 △357,713

工具、器具及び備品（純額） 51,738 33,717

有形固定資産合計 2,335,499 2,108,883

無形固定資産

借地権 38,729 34,426

のれん 251,574 143,768

その他 28,393 8,264

無形固定資産合計 318,698 186,458

投資その他の資産

投資有価証券 ※5 22,622 12,410

保険積立金 27,231 29,136

繰延税金資産 32,084 20,034

破産更生債権等 429,751 332,731

その他 71,599 67,755

貸倒引当金 △292,461 △302,631

投資その他の資産合計 290,828 159,436

固定資産合計 2,945,026 2,454,778

繰延資産

株式交付費 3,357 133

社債発行費 1,739 161

繰延資産合計 5,096 295

資産合計 6,092,513 6,007,336

 



（単位：千円）

前連結会計年度
(平成22年２月28日)

当連結会計年度
(平成23年２月28日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※4 696,234 ※4 686,330

1年内返済予定の長期借入金 ※1 298,351 ※1 400,505

1年内償還予定の社債 120,000 －

短期借入金 100,000 －

未払法人税等 34,299 15,590

未払消費税等 27,640 11,468

未払金 141,491 127,172

未払費用 85,295 64,681

賞与引当金 20,280 21,011

リース資産減損勘定 － 27,651

その他 56,641 118,949

流動負債合計 1,580,234 1,473,362

固定負債

長期借入金 ※1 799,371 ※1 1,153,755

再評価に係る繰延税金負債 ※3 440,064 ※3 440,064

繰延税金負債 33 28

退職給付引当金 157,858 187,330

長期リース資産減損勘定 － 61,907

その他 8,609 5,603

固定負債合計 1,405,936 1,848,689

負債合計 2,986,170 3,322,051

純資産の部

株主資本

資本金 2,713,552 2,713,552

資本剰余金 200,233 200,233

利益剰余金 △603,128 △945,494

自己株式 △3,573 △3,610

株主資本合計 2,307,083 1,964,680

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 49 42

土地再評価差額金 ※3 643,838 ※3 643,838

為替換算調整勘定 88,535 58,722

評価・換算差額等合計 732,423 702,604

新株予約権 60,000 18,000

少数株主持分 6,836 －

純資産合計 3,106,343 2,685,284

負債純資産合計 6,092,513 6,007,336

 



  ②【連結損益計算書】

（単位：千円）

前連結会計年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

売上高 4,340,624 3,815,946

売上原価 ※4 3,203,720 ※4 2,833,874

売上総利益 1,136,903 982,071

販売費及び一般管理費 ※1,2 1,294,569 ※1,2 1,263,125

営業損失（△） △157,665 △281,053

営業外収益

受取利息 1,704 980

受取配当金 812 814

賃貸不動産収入 11,602 10,336

助成金収入 － 12,733

その他 26,645 27,467

営業外収益合計 40,765 52,332

営業外費用

支払利息 26,276 31,643

手形譲渡損 1,622 974

為替差損 486 104,153

株式交付費償却 20,174 3,223

社債発行費償却 1,793 1,578

賃貸不動産費用 21,292 19,482

支払手数料 － 8,000

その他 49,386 22,123

営業外費用合計 121,033 191,179

経常損失（△） △237,933 △419,899

特別利益

貸倒引当金戻入額 11,992 9,122

事業再構築引当金戻入額 67,611 －

収用補償金 － 492,754

たな卸資産処分益 5,523 －

持分変動利益 12,309 －

受取保険金 14,000 －

債務免除益 － 19,486

その他 － 9,429

特別利益合計 111,437 530,794

特別損失

貸倒引当金繰入額 138,020 71,038

減損損失 ※3 102,703 315,497

投資有価証券評価損 － 25,200

たな卸資産評価損 47,718 13,248

会員権評価損 4,000 －

過年度消費税等 21,351 －

その他 － 270

特別損失合計 313,794 425,254

 



（単位：千円）

前連結会計年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

税金等調整前当期純損失（△） △440,289 △314,359

法人税、住民税及び事業税 43,979 24,907

法人税等調整額 △11,977 9,935

法人税等合計 32,001 34,842

少数株主損失（△） △1,272 △6,836

当期純損失（△） △471,018 △342,365

 



③【連結株主資本等変動計算書】

（単位：千円）

前連結会計年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

株主資本

資本金

前期末残高 2,713,552 2,713,552

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,713,552 2,713,552

資本剰余金

前期末残高 200,233 200,233

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 200,233 200,233

利益剰余金

前期末残高 △149,420 △603,128

実務対応報告第18号の適用に伴う影響額 17,310 －

当期変動額

当期純損失（△） △471,018 △342,365

当期変動額合計 △471,018 △342,365

当期末残高 △603,128 △945,494

自己株式

前期末残高 △3,547 △3,573

当期変動額

自己株式の取得 △25 △37

当期変動額合計 △25 △37

当期末残高 △3,573 △3,610

株主資本合計

前期末残高 2,760,816 2,307,083

実務対応報告第18号の適用に伴う影響額 17,310 －

当期変動額

自己株式の取得 △25 △37

当期純損失（△） △471,018 △342,365

当期変動額合計 △471,044 △342,402

当期末残高 2,307,083 1,964,680



（単位：千円）

前連結会計年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △2 49

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

52 △7

当期変動額合計 52 △7

当期末残高 49 42

土地再評価差額金

前期末残高 643,838 643,838

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 643,838 643,838

為替換算調整勘定

前期末残高 25,392 88,535

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

63,142 △29,812

当期変動額合計 63,142 △29,812

当期末残高 88,535 58,722

評価・換算差額等合計

前期末残高 669,228 732,423

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

63,194 △29,819

当期変動額合計 63,194 △29,819

当期末残高 732,423 702,604

新株予約権

前期末残高 － 60,000

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 60,000 △42,000

当期変動額合計 60,000 △42,000

当期末残高 60,000 18,000

少数株主持分

前期末残高 2,260 6,836

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 4,575 △6,836

当期変動額合計 4,575 △6,836

当期末残高 6,836 －

純資産合計

前期末残高 3,432,306 3,106,343

実務対応報告第18号の適用に伴う影響額 17,310 －

当期変動額

自己株式の取得 △25 △37

当期純損失（△） △471,018 △342,365

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 127,770 △78,655

当期変動額合計 △343,274 △421,058

当期末残高 3,106,343 2,685,284

 



  ④【連結キャッシュ・フロー計算書】

（単位：千円）

前連結会計年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △440,289 △314,359

減価償却費 221,086 124,472

賞与引当金の増減額（△は減少） △1,924 731

減損損失 102,703 315,497

のれん償却額 58,959 58,934

退職給付引当金の増減額（△は減少） 10,859 29,472

貸倒引当金の増減額（△は減少） 247 △6,980

受取利息及び受取配当金 △2,516 △1,794

支払利息 26,276 31,643

為替差損益（△は益） 6,719 26,131

売上債権の増減額（△は増加） 372,037 △272,169

たな卸資産の増減額（△は増加） 70,683 △91,917

仕入債務の増減額（△は減少） △395,690 12,822

貸倒引当金繰入額 138,020 －

長期滞留債権の増減額（△は増加） △97,651 23,643

有形固定資産除却損 6,242 －

たな卸資産評価損 47,718 －

収用補償金 － △492,754

株式評価損 － 25,200

事業再構築引当金の増減額（△は増加） △67,611 －

過年度消費税等 21,351 －

持分変動損益（△は益） △12,309 －

未払消費税等の増減額（△は減少） △39,426 △16,171

その他 138,921 △49,726

小計 164,405 △597,323

利息及び配当金の受取額 2,516 1,794

収用補償金の受取額 － 350,263

利息の支払額 △26,315 △32,405

法人税等の支払額 △62,714 △63,707

営業活動によるキャッシュ・フロー 77,892 △341,379

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 16,000 130,019

定期預金の預入による支出 △66,508 △156,032

有価証券の取得による支出 △10,000 △15,000

有形固定資産の取得による支出 △158,141 △92,880

無形固定資産の取得による支出 △4,783 －

その他 － 38,500

投資活動によるキャッシュ・フロー △223,432 △95,392

 



（単位：千円）

前連結会計年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 130,000 －

短期借入金の返済による支出 △30,000 △100,000

長期借入れによる収入 560,000 940,000

長期借入金の返済による支出 △239,700 △483,462

新株予約権の発行による収入 60,000 －

連結子会社の第三者割当増資による収入 30,000 －

社債の償還による支出 △170,000 △120,000

自己株式の取得による支出 △25 △37

その他 △33 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 340,240 236,500

現金及び現金同等物に係る換算差額 8,309 △13,839

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 203,010 △214,110

現金及び現金同等物の期首残高 1,003,239 ※1 1,206,250

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 1,206,250 ※1 992,139

 



該当事項はありません。 

  

（５）継続企業の前提に関する注記

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

(自  平成21年３月１日
至  平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自  平成22年３月１日
至  平成23年２月28日)

１  連結範囲に関する事項 すべての子会社を連結しております。

連結子会社の数  ７社

連結子会社の名称

㈱テークステレコム

瀋陽特可思精密機械科技有限公司

(中国)

株式会社東京試験機

無錫三和塑料製品有限公司(中国)

上海参和商事有限公司(中国)

㈱ＫＨＩ

㈱テークス試験機サービス

なお、㈱テークステレコムは㈱アジア

ビーアンドアールネットワークより社

名変更しております。

すべての子会社を連結しております。

連結子会社の数  ８社

連結子会社の名称

㈱テークステレコム

瀋陽特可思精密機械科技有限公司

(中国)

株式会社東京試験機

無錫三和塑料製品有限公司(中国)

上海参和商事有限公司(中国)

㈱ＫＨＩ

㈱テークス試験機サービス

無錫特可思電器製造有限公司

(中国)

無錫特可思電器製造有限公司は、当連

結会計年度において新たに間接取得し

たため、連結の範囲に含めておりま

す。

２  連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社のうち、瀋陽特可思精密機

械科技有限公司、無錫三和塑料製品有

限公司、上海参和商事有限公司の決算

日は12月31日であります。ただし、1

月1日から連結決算日2月28日までの期

間に発生した重要な取引については、

連結上必要な調整を行っております。

連結子会社のうち、瀋陽特可思精密機

械科技有限公司、無錫三和塑料製品有

限公司、上海参和商事有限公司、無錫

特可思電器製造有限公司の決算日は12

月31日であります。ただし、1月1日か

ら連結決算日2月28日までの期間に発

生した重要な取引については、連結上

必要な調整を行っております。

３  持分法の適用に関する事

項

持分法を適用しない関連会社

㈱Ｒａｉｎｂｏｗ

持分法を適用しない理由

持分法非適用会社は当期純損益及び

利益剰余金等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ全体としても重要性がな

いため、持分法の適用範囲から除外

しております。

持分法を適用しない関連会社

㈱Ｒａｉｎｂｏｗ

持分法を適用しない理由

同左

４  会計処理基準に関する事

項

  (1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

イ  有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定)。

イ  有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

移動平均法による原価法。

ロ デリバティブ
時価法。

時価のないもの

同左

ロ デリバティブ

同左
 



  

  

項目
前連結会計年度

(自  平成21年３月１日
至  平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自  平成22年３月１日
至  平成23年２月28日)

ハ  ヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっておりま

す。なお、金利スワップについ

て特例処理の要件を満たしてい

る場合は、特例処理を採用して

おります。

ハ  ヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法

同左

ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段      ヘッジ対象

金利スワップ    借入金

ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段      ヘッジ対象

同左

ヘッジ方針

為替相場や金利の市場変動によ

るリスクを回避するためにデリ

バティブ取引を採用しており、

投機目的のものはありません。

ヘッジ方針

同左

ヘッジ有効性の評価

特例処理によっている金利スワ

ップについては、有効性の評価

を省略しております。

ヘッジ有効性の評価

同左

ニ  たな卸資産

製品、半製品、仕掛品

主に、個別法による原価法(収

益性の低下による簿価切り下げ

の方法)

ニ  たな卸資産

製品、半製品、仕掛品

同左

原材料、貯蔵品

移動平均法による原価法(収益

性の低下による簿価切り下げの

方法)

原材料、貯蔵品

同左

（会計方針の変更）

当連結会計年度より「棚卸資産の評価

に関する会計基準」（企業会計基準第

９号 平成18年７月５日公表分）を適

用しております。

これにより営業損失及び経常損失が

4,082千円、税金等調整前当期純損失

が51,800千円増加しております。な

お、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載しております。 

――――――――

  (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

イ  有形固定資産(リース資産を除く)

定率法。ただし平成10年４月１日

以降に取得した建物(附属設備を

除く)については定額法。

また、在外連結子会社は主として

定額法。

なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

建物及び構築物      ７年～45年

機械装置及び運搬具  ６年～17年

イ  有形固定資産(リース資産を除く)

同左

 



  

  

項目
前連結会計年度

(自  平成21年３月１日
至  平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自  平成22年３月１日
至  平成23年２月28日)

ロ  無形固定資産(リース資産を除く)

定額法。なお、自社利用のソフト

ウエアについては社内における利

用可能期間(５年)に基づく定額法

を採用しております。

ロ  無形固定資産(リース資産を除く)

同左

ハ  リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法を採用して

おります。なお、所有権移転外フ

ァイナンス・リース取引のうちリ

ース取引開始日が平成21年２月28

日以前のリース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。

ハ  リース資産

同左

  (3) 重要な繰延資産の処理

方法

株式交付費、社債発行費

定額法。

株式交付費、社債発行費

同左

  (4) 重要な引当金の計上基

準

イ  貸倒引当金

売上債権等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については、貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。

イ  貸倒引当金

同左

ロ  賞与引当金

当社及び国内連結子会社は、従業

員の賞与支給に充てるため、支給

見込額のうち当連結会計年度の負

担額を計上しております。

ロ  賞与引当金

同左

ハ  退職給付引当金

当社及び国内連結子会社は、従業

員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債

務の見込額に基づき計上しており

ます。

な お、会 計 基 準 変 更 時 差 異

(241,439千円)については、15年

による按分額を費用処理しており

ます。

ハ  退職給付引当金

同左

 



  

  

項目
前連結会計年度

(自  平成21年３月１日
至  平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自  平成22年３月１日
至  平成23年２月28日)

  (5) 重要な外貨建の資産ま

たは、負債の本邦通貨

への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。な

お、在外子会社の資産及び負債は、連

結子会社の決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、収益及び費用は期中

平均相場により円貨を換算し、換算差

額は純資産の部における為替換算調整

勘定に含めて計上しております。

同左

 （6）その他連結財務諸表

作成のための基本とな

る重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

５  連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用してお

ります。

同左

６  のれんの償却に関する事

項

のれんの償却については、20年以内の

均等償却を行っております。

同左

７  連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

手許現金、随時引出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３か月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっておりま

す。

同左

 



  

  

  

  

（７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
(自  平成21年３月１日
至  平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自  平成22年３月１日
至  平成23年２月28日)

(連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関す

る当面の取扱い）

当連結会計年度より、「連結財務諸表作成における

在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務

対応報告第18号 平成18年５月17日）を適用し、連結

決算上必要な修正を行っております。

これにより、営業損失は807千円、経常損失及び税金

等調整前当期純損失は、それぞれ1,041千円減少してお

ります。また、期首利益剰余金が17,310千円増加して

おります。 

(リース取引に関する会計基準)

所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、従来、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっておりましたが、当連結会計年度より「リ

ース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号

（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平

成19年３月20日改正））及び「リース取引に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号

（平成６年１月18日（日本公認会計士協会会計制度委

員会）、平成19年３月30日改正））を適用し、通常の

売買取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。

なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有

権移転外ファイナンス・リース取引については、引き

続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を

適用しております。

これによる影響はありません。

――――――――――――

――――――――――――

 

表示方法の変更

前連結会計年度
(自  平成21年３月１日
至  平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自  平成22年３月１日
至  平成23年２月28日)

（連結損益計算書関係）

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等

の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府

令第50号）の適用に伴い、前連結会計年度において「た

な卸資産」として掲記されたものは、当連結会計年度か

ら「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」に

区分掲記しております。なお、前連結会計年度の「たな

卸資産」に含まれる「商品及び製品」「仕掛品」「原材

料及び貯蔵品」はそれぞれ341,318千円、431,760千円、

120,383千円であります。

――――――――――――  

  

 

 

 



  

（８）注記事項

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度 
(平成22年２月28日)

当連結会計年度 
(平成23年２月28日)

※１  担保に供している資産

現金及び預金 6,000千円

建物及び構築物 265,619千円

土地 1,468,972千円

  計 1,740,591千円
 

      上記に対応する債務

長期借入金 781,364千円

(うち１年以内返済予定) 231,487千円
 

※１  担保に供している資産

建物及び構築物 244,006千円

土地 1,458,302千円

  計 1,702,309千円

 

      上記に対応する債務

長期借入金 1,212,972千円

(うち１年以内返済予定) 321,936千円
 

  ２  受取手形割引高 3,000千円

受取手形裏書譲渡高 3,823千円
 

  ２  受取手形割引高 28,376千円

受取手形裏書譲渡高 2,058千円

※３  土地の再評価

「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31

日公布法律第34号)及び「土地の再評価に関する

法律の一部を改正する法律」(平成11年３月31日

公布法律第24号)に基づき、事業用の土地の再評

価を行い、評価差額については当該評価差額に係

る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」と

して負債の部に計上し、これを控除した金額を

「土地再評価差額金」として純資産の部に計上し

ております。

再評価の方法

「土地の再評価に関する法律施行令」(平成10年

３月31日公布政令第119号)第２条第３号に定める

固定資産税評価額(平成12年１月１日基準日)に基

づいて算出しております。

再評価を行った年月日 平成12年11月30日

再評価を行った土地の期末

日における時価と再評価後

の帳簿価格との差額

△674,800千円

 

※４  連結会計年度末日満期手形

連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理をしておりま

す。なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日

であったため、次の連結会計年度末日満期手形が

連結会計年度末残高に含まれております。

受取手形 14,792千円

支払手形 29,414千円
 

※３  土地の再評価

「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31

日公布法律第34号)及び「土地の再評価に関する

法律の一部を改正する法律」(平成11年３月31日

公布法律第24号)に基づき、事業用の土地の再評

価を行い、評価差額については当該評価差額に係

る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」と

して負債の部に計上し、これを控除した金額を

「土地再評価差額金」として純資産の部に計上し

ております。

再評価の方法

「土地の再評価に関する法律施行令」(平成10年

３月31日公布政令第119号)第２条第３号に定める

固定資産税評価額(平成12年１月１日基準日)に基

づいて算出しております。

再評価を行った年月日 平成12年11月30日

再評価を行った土地の期末

日における時価と再評価後

の帳簿価格との差額

△697,451千円

 

――――――――――――

※５  関係会社に対するものは、次のとおりでありま

す。
――――――――――――

 

投資有価証券（株式） 3,000千円

投資有価証券（新株予約権付

社債
7,000千円

 

 



  

  

(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自  平成21年３月１日
至  平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自  平成22年３月１日
至  平成23年２月28日)

※１  販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金

額は次のとおりであります。

給料賞与 516,159千円

賞与引当金繰入額 15,959千円

退職給付費用 23,643千円

福利厚生費 105,508千円

旅費交通費 100,784千円

地代家賃 56,555千円

減価償却費 38,901千円

貸倒引当金繰入額 247千円
 

※１  販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金

額は次のとおりであります。

給料賞与 496,118千円

賞与引当金繰入額 12,645千円

退職給付費用 28,923千円

福利厚生費 116,692千円

旅費交通費 94,135千円

地代家賃 54,738千円

減価償却費 34,593千円

貸倒引当金繰入額 1,048千円

※２  一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費

29,262千円
 

※２  一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費

19,793千円

※３ 減損損失

（1）減損損失を認識した資産グループ

用途 場所 種類 金額（千円）

デジタル事業
販売業務設備

工具、器具
及び備品

98,650

賃貸資産
新潟県
長岡市

建物及び構
築物

土地

1,356

2,697
 

※３ 減損損失

（1）減損損失を認識した資産グループ

用途 場所 種類 金額(千円)

賃貸資産
新潟県長

岡市

建物及び構築物 1,266

土地 2,744

ゆ る み 止

め ナ ッ ト

事業

福岡県北

九州市

機械装置及び運搬具 158,147

工具、器具及び備品 2,145

土地 7,924

無形固定資産 4,837

リース資産減損勘定 89,559

（2） 資産のグルーピングの方法

当グループでは、継続的に損益の把握を実施し

ている管理会計上の単位である事業グループ別

に、賃貸資産については個々の資産ごとにグルー

ピングを行っております。

（3）減損損失の認識に至った経緯

マルチメディアキオスク端末を利用した広域負

担分散型のデータセンター事業において取引企業

の経営状況が悪化しており、当社グループの業務

に影響を与えており、また今後の見通しについて

も不透明であるため上記設備の帳簿価額を全額減

損損失として特別損失に計上いたしました。 

賃貸資産については収益性の低下により回収可

能性が認めれれなくなったため、帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、減損損失4,053千円を特別

損失に計上しております。

（4）回収可能価額の算定方法

当該資産グループの回収可能価額は、正味売却

価額により測定しており、不動産鑑定評価額等を

基に合理的な調整を加えて算定しております。

（2）資産のグルーピングの方法

当グループでは、継続的に損益の把握を実施し

ている管理会計上の単位である事業グループ別

に、賃貸資産については個々の資産ごとにグルー

ピングを行っております。

（3）減損損失の認識に至った経緯

賃貸資産については収益性の低下により回収可

能性が認められなくなったため、帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、減損損失4,010千円を特別

損失に計上しております。

（4）回収可能価額の算定方法

当該資産グループの回収可能価額は、正味売却

価額により測定しており、不動産鑑定評価額等を

基に合理的な調整を加えて算定しております。

※４  通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の

低下による簿価切下額

売上原価

特別損失

4,600千円

47,718千円
 

※４  通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の

低下による簿価切下額

売上原価 150,431千円
 

 



前連結会計年度(自  平成21年３月１日  至  平成22年２月28日) 

１  発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注)  自己株式の株式数の増加753株は単元未満株式の買取による増加であります。 

  

２  新株予約権等に関する事項 

(注)  目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合における株式数を記載しておりま

す。 

  

当連結会計年度(自  平成22年３月１日  至  平成23年２月28日) 

１  発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注)  自己株式の株式数の増加1,827株は単元未満株式の買取による増加であります。 

  

２  新株予約権等に関する事項 

（注）目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合における株式数を記載しておりま

す。 

  

(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度末 
株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

発行済株式

  普通株式 71,337,916 ― ― 71,337,916

合計 71,337,916 ― ― 71,337,916

自己株式

  普通株式 20,850 753 ― 21,603

合計 20,850 753 ― 21,603
 

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(千株) 当連結会計
年度末残高
(千円)

前連結
会計年度末

増加 減少
当連結 

会計年度末

提出会社 
(親会社)

平成21年新株予約権 普通株式 ― 40,000 ― 40,000 60,000
 

前連結会計年度末 
株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

発行済株式

  普通株式 71,337,916 ― ― 71,337,916

合計 71,337,916 ― ― 71,337,916

自己株式

  普通株式 21,603 1,827 ― 23,430

合計 21,603 1,827 ― 23,430
 

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(千株) 当連結会計
年度末残高
(千円)

前連結
会計年度末

増加 減少
当連結 

会計年度末

提出会社 
(親会社)

平成21年新株予約権 普通株式 40,000 ― 28,000 12,000 18,000
 



  

  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自  平成21年３月１日
至  平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自  平成22年３月１日
至  平成23年２月28日)

※１  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

(平成22年２月28日現在)

(千円)

現金及び預金勘定 1,316,758

預金期間が３か月を超える 

定期預金
△110,508

現金及び現金同等物 1,206,250
 

※１  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

(平成23年２月28日現在)

(千円)

現金及び預金勘定 1,086,160

預金期間が３か月を超える 

定期預金
△94,020

現金及び現金同等物 992,139
 



  

  

(リース取引関係)

前連結会計年度
(自  平成21年３月１日
至  平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自  平成22年３月１日
至  平成23年２月28日)

１  ファイナンス・リース取引(借主側)

所有権移転外ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リ

ース取引開始日が平成21年２月28日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっており、その内容は次のとおりで

あります。

１  ファイナンス・リース取引(借主側)

所有権移転外ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リ

ース取引開始日が平成21年２月28日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっており、その内容は次のとおりで

あります。

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却累
計額相当額 
(千円)

期末残高
相当額 
(千円)

機械装置 
及び運搬具

213,798 71,015 142,783

その他 
(工具器具 
備品)

27,093 18,185 8,907

合計 240,891 89,201 151,690
 

(注)  取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算出してお

ります。

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却
累計額相
当額 

（千円）

減損損失
累計額相
当額 

（千円）

期末残高
相当額 
(千円)

機械装置
及び運搬具

202,115 106,638 88,530 6,947

その他
(工具器具 
備品)

27,093 22,749 － 4,344

合計 229,208 129,387 88,530 11,291
 

(注)  取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算出してお

ります。

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 38,249千円

１年超 113,441千円

  合計 151,690千円
 

(注)  未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み法に

より算出しております。

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 32,451千円

１年超 67,370千円

  合計

リース資産減損勘定の残高

99,821千円

88,530千円

(注)  未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み法に

より算出しております。

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 42,025千円

減価償却費相当額 42,025千円
 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額及び

減価償却費相当額

支払リース料 32,451千円

リース資産減損勘定の取崩額 －

減価償却費相当額 32,451千円
 

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

 



前連結会計年度(自  平成22年３月１日  至  平成23年２月28日) 

１  金融商品の状況に関する事項 

  当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資

金を調達しております。 

  受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスクの低減を図っておりま

す。また、投資有価証券は主として株式であり上場株式については四半期ごとに時価の把握を行ってお

ります。 

  借入金の使途は運転資金及び設備投資資金であり、一部の長期借入金の金利変動リスクに対して金利

スワップ取引を実施することがあります。また、デリバティブ取引は社内規程に則り実需の範囲で行う

こととしています。 

  

２  金融商品の時価等に関する事項 

  平成23年２月28日(当期の連結決算日)における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい

ては、次のとおりであります。 

(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

(1) 現金及び預金、並びに(2) 受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。 

(3) 投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 

(4) 支払手形及び買掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。 

(5) 長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される

利率で割り引いて算定する方法によっております。 

(6) デリバティブ取引 

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処

理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記

（6）参照） 

(注２) 非上場株式（連結貸借対照表計上額12,159千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・

(金融商品関係)

連結貸借対照表
計上額(千円)

時価(千円) 差額(千円)

(1) 現金及び預金 1,086,160 1,086,160 ―

(2) 受取手形及び売掛金 1,183,776 1,183,776 ―

(3) 投資有価証券 ―

    その他有価証券 251 251 ―

(4) 支払手形及び買掛金 686,330 686,330 ―

(5) 長期借入金 1,554,260 1,554,328 68

(6）デリバティブ取引 － － －
 



フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「（3）投

資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。 

  



(前連結会計年度)(平成22年２月28日現在) 

１  その他有価証券で時価のあるもの 

  

２  時価評価されていない主な有価証券 

  

(当連結会計年度)(平成23年２月28日現在) 

１  その他有価証券で時価のあるもの 

  

２  時価評価されていない主な有価証券 

  

(有価証券関係)

区分 取得原価(千円)
連結貸借対照表計上額

（千円）
差額(千円)

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの

株式 180 263 83

合計 180 263 83
 

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券

非上場株式 12,359
 

区分
連結貸借対照表
計上額(千円)

取得原価(千円) 差額(千円)

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの

株式 251 180 70

合計 251 180 70
 

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券

非上場株式 12,159
 



１．取引の状況に関する事項 

  

(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

(1）取引の内容

当社は、通貨関連の為替予約取引を利用しておりま

す。

(2）取引に対する取組方針

当社は、通常の外貨建営業取引で必要とされる債権

債務の範囲内でデリバティブ取引を利用しており、

投機目的のためのデリバティブ取引は行わない方針

であります

(3）取引に対する取組方針

当社は、通常の外貨建営業取引での債権債務に係る

将来の為替レートの変動リスクを回避する目的で為

替予約取引を行っております。

(4）取引に係るリスクの内容

当社が利用している為替予約取引は、為替相場の変

動によるリスクを有しております。

(5）取引に係るリスク管理体制

通常の外貨建営業取引で債権債務が発生した際、営

業部から管理部への依頼により取締役社長の承認を

受けて管理部でデリバティブ取引の契約及び管理並

びに取締役会への報告を行っております。なお、取

引に関する規定は特に設けておりません。

(6）その他

為替予約取引の内、期末に外貨建営業債権債務等に

振り当てたことにより、当該外貨建営業債権債務等

の換算を通じて財務諸表に計上されているものは、

時価等の開示の対象から除いております。

(1）取引の内容

同左

(2）取引に対する取組方針

同左

(3）取引に対する取組方針

同左

(4）取引に係るリスクの内容

同左

(5）取引に係るリスク管理体制

同左

(6）その他

同左

 



  

１  採用している退職給付制度の概要 

  当社は、退職一時金制度を採用しております。 

 当社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度及び厚生年金基金制度（総合型）を設けておりま

す。また、一部の連結子会社は、退職一時金制度を設けており、中小企業退職金共済制度を併用してお

ります。なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は次のとおり

であります。 

 （１） 制度全体の積立状況に関する事項 

 （２） 制度全体に占める当社の掛金拠出割合 

        前連結会計年度 1.07％（自 平成21年３月１日 至 平成22年２月28日） 

        当連結会計年度 1.07％（自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日） 

 （３） 補足説明 

  上記（１）の差引額の主な要因は、年金財産計算上の過去勤務債務残高11,498,659千円でありま

す。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間15年８ヶ月の元利均等償却であり、当社は、当期の

連結財務諸表上、特別掛金11,226千円を費用処理しております。 

 なお、当社が加入している厚生年金基金制度（総合型）は、退職給付会計実務指針33項の例外処理を

行う制度であります。 

２  退職給付債務及びその内訳 

(注)  退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

  

３  退職給付費用の内訳 

  

４  会計基準変更時差異は、15年による按分額を費用処理しております。 

  

(退職給付関係)

前連結会計年度末
(平成22年２月28日現在)

当連結会計年度末
(平成23年２月28日現在)

年金資産の額（千円） 48,067,236 55,331,221

年金財政計算上の給付債務の額（千円） 64,222,031 66,829,871

差引額（千円） △16,154,794 △11,498,659
 

前連結会計年度末
(平成22年２月28日現在)

当連結会計年度末
(平成23年２月28日現在)

(1) 退職給付債務(千円) 238,338 251,715

(2) 会計基準変更時差異の未処理額(千円) 80,480 64,384

(3) 退職給付引当金(千円) 157,858 187,330
 

前連結会計年度
(自  平成21年３月１日
至  平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自  平成22年３月１日
至  平成23年２月28日)

退職給付費用(千円) 43,726 47,502

(1) 勤務費用(千円) 27,630 31,406

(2) 会計基準変更時差異の費用処理額(千円) 16,095 16,095
 



  

  

(税効果会計関係)

前連結会計年度 
(平成22年２月28日現在)

当連結会計年度 
(平成23年２月28日現在)

１  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳

繰延税金資産

退職給付引当金 64,872千円

繰越欠損金 691,316千円

たな卸資産評価損 2,482千円

賞与引当金 8,233千円

減損損失 50,890千円

未払事業税 4,558千円

貸倒引当金 84,045千円

その他 32,852千円

繰延税金資産小計 939,250千円

評価性引当額 △902,108千円

繰延税金資産合計 37,142千円
 

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △33千円

繰延税金負債合計 △33千円
 

再評価に係る繰延税金資産

土地再評価差額 －千円

評価性引当額 －千円

再評価に係る繰延税金資産合計 ―
 

再評価に係る繰延税金負債

土地再評価差額 △440,064千円

再評価に係る繰延税金負債合計 △440,064千円
 

  

１  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳

繰延税金資産

退職給付引当金 76,056千円

繰越欠損金 718,480千円

たな卸資産評価損 7,890千円

賞与引当金 8,530千円

減損損失 159,215千円

未払事業税 1,555千円

貸倒引当金 164,874千円

その他 64,483千円

繰延税金資産小計 1,201,086千円

評価性引当額 △1,175,883千円

繰延税金資産合計 25,203千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △28千円

繰延税金負債合計 △28千円

再評価に係る繰延税金資産

土地再評価差額 －千円

評価性引当額 －千円

再評価に係る繰延税金資産合計 ―
 

再評価に係る繰延税金負債

土地再評価差額 △440,064千円

再評価に係る繰延税金負債合計 △440,064千円

  

２  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

税金等調整前当期純損失が計上されているため記載

しておりません。

２  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

同左

 



  

 賃貸不動産の総額に重要性が乏しいため記載しておりません。 

  

(賃貸等不動産関係)



前連結会計年度(自  平成21年３月１日  至  平成22年２月28日) 

  

(注) １  事業区分の方法 

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２ 事業名称の変更 

当連結会計年度より、従来の「民生品事業」から「住生活事業」へ名称を変更いたしました。 

なお、セグメントの名称変更のため、前連結会計年度についてはセグメント情報に与える影響はありませ

ん。 

３  各区分に属する主要な製品 

４  営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、283,782千円であり、その主なも

のは基礎的試験研究費などに要した費用および当社の総務・経理部門等の管理部門に係る費用であります。

５  資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、331,078千円であり、その主なものは、当社

での余資運用資金(現金及び有価証券)、管理部門に係る資産及び為替換算調整勘定であります。 

６  減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却費が含まれております。 

７  「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度から、「棚卸資産の

評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）を適用しております。この変更に伴

い、従来の方法によった場合に比べ「ゆるみ止めナット事業」で営業利益が4,082千円減少しております。 

  

当連結会計年度(自  平成22年３月１日  至  平成23年２月28日) 

  

(セグメント情報等)

(事業の種類別セグメント情報)

試験機事業 
(千円)

住生活事業
(千円)

デジタル
事業(千円)

ゆるみ止め
ナット事業
(千円)

計(千円)
消去又は 
全社(千円)

連結(千円)

Ⅰ  売上高及び営業損益

    売上高

  １  外部顧客に 
      対する売上高

2,339,251 1,303,343 287,457 410,572 4,340,624 ― 4,340,624

  ２  セグメント間の内部 
      売上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

計 2,339,251 1,303,343 287,457 410,572 4,340,624 ― 4,340,624

    営業費用 2,205,494 1,383,291 193,705 432,016 4,214,508 283,782 4,498,290

    営業利益又は 
    営業損失(△)

133,756 △79,947 93,751 △21,444 126,116 (283,782) △157,665

Ⅱ  資産、減価償却費、 
    減損損失及び 
    資本的支出

    資産 3,272,237 1,319,789 224,902 944,505 5,761,435 331,078 6,092,513

    減価償却費 48,926 41,884 80,790 42,014 213,616 7,470 221,086

減損損失 ― ― 98,650 ― 98,650 4,053 102,703

    資本的支出 5,068 53,494 ― 107,199 165,763 ― 165,763
 

事業区分 主要製品

試験機事業 動力計、環境試験装置、性能・耐久試験機、疲労及び動的試験機等

住生活事業 金型、プラスティック製品、木工製品、家庭用電気製品等

デジタル事業
マルチメディア端末とともに当該サーバー容量をネットワーク会社に貸
出すサービス

ゆるみ止めナット事業
ハイパーロードナット、ハイパーロードスプリング、ハイテンションボ
ルト

 

試験機事業 住生活事業 デジタル
ゆるみ止め
ナット事業

計(千円)
消去又は 

連結(千円)



(注) １  事業区分の方法 

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２  各区分に属する主要な製品 

３  営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、273,141千円であり、その主なも

のは基礎的試験研究費などに要した費用および当社の総務・経理部門等の管理部門に係る費用であります。

４  資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、305,699千円であり、その主なものは、当社

での余資運用資金(現金及び有価証券)、管理部門に係る資産及び為替換算調整勘定であります。 

５  減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却費が含まれております。 

(千円) (千円) 事業(千円) (千円) 全社(千円)

Ⅰ  売上高及び営業損益

    売上高

  １  外部顧客に 
      対する売上高

1,916,072 1,490,258 ― 409,615 3,815,946 ― 3,815,946

  ２  セグメント間の内部 
      売上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

計 1,916,072 1,490,258 ― 409,615 3,815,946 ― 3,815,946

    営業費用 1,819,955 1,502,534 12,633 488,734 3,823,858 273,141 4,096,999

    営業利益又は 
    営業損失(△)

96,117 △12,276 △12,633 △79,119 △7,912 (273,141) △281,053

Ⅱ  資産、減価償却費、 
    減損損失及び 
    資本的支出

    資産 3,391,180 1,593,367 30,100 686,988 5,701,636 305,699 6,007,336

    減価償却費 39,563 28,403 ― 49,486 117,453 7,018 124,472

  減損損失 ― ― ― 311,486 311,487 4,010 315,497

    資本的支出 3,145 50,206 ― ― 53,351 538 53,889
 

事業区分 主要製品

試験機事業 動力計、環境試験装置、性能・耐久試験機、疲労及び動的試験機等

住生活事業 金型、プラスティック製品、木工製品、家庭用電気製品等

デジタル事業
マルチメディア端末とともに当該サーバー容量をネットワーク会社に貸
出すサービス

ゆるみ止めナット事業
ハイパーロードナット、ハイパーロードスプリング、ハイテンションボ
ルト

 



前連結会計年度(自  平成21年３月１日  至  平成22年２月28日) 

  

(注) １  国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２  営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、215,430千円であり、その主な

ものは基礎的試験研究費などに要した費用および当社の総務・経理部門に係る費用であります。 

３  資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、331,078千円であり、その主なものは、当社

での余資運用資金(現金及び有価証券)、管理部門に係る資産及び為替換算調整勘定であります。 

４  連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度から、「棚卸資産の評

価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）を適用しております。この変更に伴い、

従来の方法によった場合に比べて「日本」で営業利益が4,082千円減少しております。 

  

当連結会計年度(自  平成22年３月１日  至  平成23年２月28日) 

  

(注) １  国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２  営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、273,141千円であり、その主な

ものは基礎的試験研究費などに要した費用および当社の総務・経理部門に係る費用であります。 

３  資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、305,699千円であり、その主なものは、当社

での余資運用資金(現金及び有価証券)、管理部門に係る資産及び為替換算調整勘定であります。 

前連結会計年度(自  平成21年３月１日  至  平成22年２月28日) 

  

(所在地別セグメント情報)

日本 
(千円)

中国
(千円)

計
(千円)

消去 
又は全社 
(千円)

連結
(千円)

Ⅰ  売上高及び営業損益

    売上高

  １  外部顧客に 
      対する売上高

3,308,273 1,032,351 4,340,624 ― 4,340,624

  ２  セグメント間の内部 
      売上高又は振替高

7,823 58,082 65,905 (65,905) ―

計 3,316,096 1,090,433 4,406,530 (65,905) 4,340,624

    営業費用 3,143,275 1,139,584 4,282,859 215,430 4,498,290

    営業利益又は営業損失(△) 172,821 △49,150 123,670 (281,336) △157,665

Ⅱ  資産 4,715,218 1,046,216 5,761,435 331,078 6,092,513
 

日本 
(千円)

中国
(千円)

計
(千円)

消去 
又は全社 
(千円)

連結
(千円)

Ⅰ  売上高及び営業損益

    売上高

  １  外部顧客に 
      対する売上高

2,718,427 1,097,518 3,815,946 ― 3,815,946

  ２  セグメント間の内部 
      売上高又は振替高

12,573 48,242 60,816 (60,816) ―

計 2,731,000 1,145,761 3,876,762 (60,816) 3,815,946

    営業費用 2,693,491 1,130,367 3,823,858 273,141 4,096,999

    営業利益又は営業損失(△) 37,509 15,394 52,904 (333,957) △281,053

Ⅱ  資産 4,415,526 1,286,110 5,701,636 305,699 6,007,336
 

(海外売上高)

中国 計

Ⅰ  海外売上高(千円) 1,032,351 1,032,351



(注) １  海外売上高は、提出会社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高です。 

２  国または地域の区分は、中国のみとなっております。 

  

当連結会計年度(自  平成22年３月１日  至  平成23年２月28日) 

  

(注) １  海外売上高は、提出会社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高です。 

２  国または地域の区分は、中国のみとなっております。 

Ⅱ  連結売上高(千円) ― 4,340,624

Ⅲ  連結売上高に占める 
    海外売上高の割合(％)

― 23.8
 

中国 計

Ⅰ  海外売上高(千円) 1,097,518 1,097,518

Ⅱ  連結売上高(千円) ― 3,815,946

Ⅲ  連結売上高に占める 
    海外売上高の割合(％)

― 28.7
 



前連結会計年度(自  平成21年３月１日  至  平成22年２月28日) 

（追加情報） 

当連結会計年度より「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号 平成18年10月17

日）及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号 平成18年

10月17日）を適用しております。 

なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。 

  

１  連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

(1) その他の関係会社等 

(注) １ 記載金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２ 取引条件および取引条件の決定方針等 

住生活事業に係る商品の販売・仕入は、一般的な市場価格を勘案して決定しております。 

  

当連結会計年度(自  平成22年３月１日  至  平成23年２月28日) 

１  連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

(1) 連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主等 

(注) 商品の販売・仕入は、一般的な市場価格を勘案して決定しております。 

  

(関連当事者情報)

種類
会社等の名称 
又は氏名

所在地
資本金又 
は出資金 
(千米ドル)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)

その他の関係

会社の子会社
南野建設㈱

東京都世

田谷区
100,000 建築業 なし

商 品 の
販売

商品の販売 23,674 ― ―

 

種類
会社等の名称 
又は氏名

所在地
資本金又 
は出資金

(千米ドル）

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)

重要な子会社

の役員が支配

している会社

無錫研中科 

技有限公司

中国 

江蘇省 

無錫市

380 製造業 なし

材料の販売 材料の販売 6,877 売掛金 5,051

材料の仕入 材料の仕入 67,870 買掛金 109

 



  

(注)  算定上の基礎 

１  １株当たり純資産額 

  

  

２  １株当たり当期純損失及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

  

  

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自  平成21年３月１日
至  平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自  平成22年３月１日
至  平成23年２月28日)

１株当たり純資産額 42.62円
 

１株当たり純資産額 37.40円

１株当たり当期純損失金額 6.60円
 

１株当たり当期純損失金額 4.81円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、１株当たり当期純損失であるため記載してお

りません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、１株当たり当期純損失であるため記載してお

りません。
 

前連結会計年度
(自  平成21年３月１日
至  平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自  平成22年３月１日
至  平成23年２月28日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 3,106,343 2,685,284

普通株式に係る純資産額(千円) 3,039,506 2,667,284

普通株式の発行済株式数(株) 71,337,916 71,337,916

差額の主な内訳(千円)

  少数株主持分 6,836 ―

  新株予約権 60,000 18,000

普通株式の自己株式数(株) 21,603 23,430

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(株)

71,316,313 71,314,486
 

前連結会計年度
(自  平成21年３月１日
至  平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自  平成22年３月１日
至  平成23年２月28日)

連結損益計算書上の当期純損失(△)(千円) △471,018 △342,365

普通株式に係る当期純損失(△)(千円) △471,018 △342,365

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 71,316,886 71,315,229

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に
用いられた普通株式増加数の主要な内訳

  転換社債(株) ― ―

普通株式増加数(株) ― ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額の算定に含めなかった 
潜在株式の概要

新株予約権１種類
(新株予約権の数 
40,000個) 
  なお、新株予約権の概
要は「第４  提出会社の
状況  １  株式等の状況
(2) 新株予約権等の状
況」に記載のとおりであ
ります。

新株予約権１種類 
(新株予約権の数 
12,000個) 
なお、新株予約権の概要
は「第４ 提出会社の状
況 １ 株式等の状況(2) 
新株予約権等の状況」に
記載のとおりでありま
す。

 



(重要な後発事象)

前連結会計年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

（子会社の土地収用について） ――――――――

平成22年３月26日に、子会社である瀋陽特可思精密

機械科技有限公司の第一工場について、政府の都市開

発による公的収用が正式に決定され、収用補償として

38,109,435人民元（約525百万円）が同社に支払われ

ることとなりました。今後は、同工場に代わる新工場

を建設し、従来事業のほか、中国国内市場向けの新た

な事業にも取り組む予定であります。

（携帯電話販売事業への参入中止及び業務提携の解消）

当社は、平成22年５月18日開催の取締役会におい

て、業務提携先であったフレパー・ネットワークス株

式会社が事業の開始に向け準備を進めていたＭＶＮＯ

事業に携帯電話端末の販売代理店として参入すること

を中止するとともに、同社とのデジタル事業に関する

包括的な業務提携を解消することを決定いたしまし

た。

１  携帯電話販売事業への参入中止について

当社は、業務提携先であったフレパー・ネットワー

クス株式会社（以下「フレパー社」という。）が事業

の開始に向け準備を進めていたＭＶＮＯ事業に携帯電

話端末の販売代理店として参入することを決定した旨

を公表いたしましたが、フレパー社が平成21年11月27

日付の消費者庁「特定商取引法違反の連鎖販売取引事

業者に対する業務停止命令（６か月）について」にお

いて違反事業者の関連事業者であると公表されたこと

により、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ（以下

「ＮＴＴドコモ社」という。）より卸電気通信役務の

提供に係わる協議を終了するとの通知を受け事業の開

始が中断されました。

本件につきましては、平成21年12月１日付の「携帯

電話販売事業に関するお知らせ」に記載のとおり、当

社よりフレパー社に確認したところ、同社としてはＮ

ＴＴドコモ社に対し経緯を説明するとともに通知の取

消しを求める要請を行う予定であると書面にて回答を

受け、事態の推移を見守るとともに正確な事実関係の

把握に努めておりました。しかし、その結果、同社の

ＭＶＮＯ事業の開始にはまだなお時間を要することが

予測されたため、当社といたしましては限られた経営

資源を他の事業に振り分けることが経営上より効率的

であると判断し、今般、携帯電話販売事業への参入を

中止することを決定いたしました。

――――――――

 



  
  

前連結会計年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

なお、本件に伴い、平成21年８月18日付の「第三者

割当により発行される新株予約権の募集に関するお知

らせ」に記載の株式会社テークスグループ平成21年第

１回新株予約権の発行および権利行使により調達する

資金の具体的使途に変更が生じ、また、現時点で同新

株予約権の行使がないこと等から調達する資金の額、

使途および支出予定時期を見直しました。

２  業務提携の解消について

当社とフレパー社とは、平成20年４月にデジタル事

業に関する包括的な業務提携基本契約を締結し、マル

チメディアキオスク端末を利用した広域負担分散型の

データセンター事業やデータのバックアップに関する

事業等を行ってまいりましたが、上記のようなフレパ

ー社のビジネス環境の変化によりこれらの事業におい

ても当初のような収益性は見込めないと予想され、同

社との業務提携関係を継続することは企業経営上効率

的ではないと判断し、同社との業務提携を解消するこ

とを決定いたしました。

３  今後の見通し

当社グループのデジタル事業の業績につきまして

は、平成22年２月期の連結売上高が287百万円（連結

経常利益は72百万円）であったのに対し、平成23年２

月期は10百万円程度を見込んでおりますが、平成22年

２月期決算においてデジタル事業で160百万円の特別

損失を計上しておりますので、上記の業務提携の解消

自体が損益に与える影響は軽微であります。また、携

帯電話販売事業につきましては、まだ、事業を開始し

ておらず、先行投資も行っておりませんでしたので、

参入中止による業績の影響はありません。 
 



  
  

  

前連結会計年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

（新株予約権の譲渡承認） ――――――――

当社は、平成22年５月18日開催の取締役会におい

て、平成21年９月７日に発行した株式会社テークスグ

ループ平成21年第１回新株予約権（以下「本新株予約

権」という。）の一部について、下記のとおり譲渡を

承認いたしました。

１  本新株予約権の譲渡の概要

（1）譲渡の経緯

当社は、本新株予約権の割当先であったオカザキフ

ァンド投資事業有限責任組合２号の出資者の一部が、

金融商品取引法違反（インサイダー取引）事件で起訴

されたことから、同ファンドと本新株予約権の保有に

ついて協議した結果、その大部分を当社代表取締役山

本勝三が譲り受けることとなり、当日付けで同ファン

ドより当社に対し本新株予約権につき譲渡承認の請求

があり、当日開催の当社取締役会において慎重に審議

した結果、当該譲渡を承認したものであります。

（2）譲渡の内容

①譲渡人及び新株予約権譲渡個数

譲渡人
所有新株予約権個数

(譲渡前）
新株予約権譲渡個数

オカザキファンド投資

事業有限責任組合２号
10,000個 10,000個

 

②平成22年５月18日

２  新株予約権の譲受人及び新株予約権譲受個数

山本勝三（当社代表取締役社長）  10,000個

３  譲渡後の新株予約権の状況

新株予約権者 所有新株予約権個数
行使済新株予約権個

数

株式会社ＭＩＴ 14,000個 ―個

株式会社Ｉ．Ｄ．Ｒ 10,000個 ―個

フレパー・ネットワー

クス株式会社
4,000個 ―個

山本勝三 12,000個 ―個

 

 



５．個別財務諸表

 （１）【財務諸表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成22年２月28日)

当事業年度
(平成23年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 775,606 590,840

受取手形 145,226 81,037

売掛金 263,229 408,079

商品及び製品 202,833 170,475

仕掛品 144,051 261,724

原材料及び貯蔵品 22,151 22,433

前渡金 53,702 4,487

前払費用 10,089 10,283

短期貸付金 115,000 87,000

未収入金 60,135 67,620

その他 9,003 25,404

貸倒引当金 △19,639 △604

流動資産合計 1,781,391 1,728,783

固定資産

有形固定資産

建物 428,315 427,049

減価償却累計額 △251,375 △267,343

建物（純額） 176,940 159,706

構築物 17,993 17,993

減価償却累計額 △16,501 △16,662

構築物（純額） 1,492 1,331

機械及び装置 780,641 780,641

減価償却累計額 △727,932 △743,287

機械及び装置（純額） 52,709 37,354

車両運搬具 9,280 9,280

減価償却累計額 △7,190 △7,882

車両運搬具（純額） 2,089 1,397

工具、器具及び備品 200,269 201,808

減価償却累計額 △180,602 △191,899

工具、器具及び備品（純額） 19,667 9,909

土地 1,397,295 1,394,551

有形固定資産合計 1,650,194 1,604,249

無形固定資産

借地権 38,729 34,426

特許権 1,988 1,385

商標権 536 479

意匠権 1,106 935

ソフトウエア 3,222 1,932

電話加入権 1,968 1,968

無形固定資産合計 47,552 41,128

 



  
  

（単位：千円）

前事業年度
(平成22年２月28日)

当事業年度
(平成23年２月28日)

投資その他の資産

投資有価証券 12,622 12,410

関係会社株式 1,164,263 911,263

関係会社社債 7,000 －

出資金 180 180

関係会社長期貸付金 108,000 －

破産更生債権等 560,955 242,493

敷金 21,633 20,994

保険積立金 21,686 23,263

その他 11,226 10,956

貸倒引当金 △319,360 △212,393

投資その他の資産合計 1,588,208 1,009,167

固定資産合計 3,285,955 2,654,545

繰延資産

株式交付費 3,357 133

社債発行費 1,739 161

繰延資産合計 5,096 295

資産合計 5,072,443 4,383,624

負債の部

流動負債

支払手形 199,772 273,132

買掛金 121,822 114,369

短期借入金 100,000 －

1年内返済予定の長期借入金 165,110 262,080

1年内償還予定の社債 120,000 －

未払金 128,344 32,579

未払費用 13,723 11,186

未払法人税等 12,110 11,890

前受金 42,785 25,684

預り金 10,610 7,570

賞与引当金 14,740 14,745

その他 19,292 －

流動負債合計 948,313 753,237

固定負債

長期借入金 143,060 309,340

繰延税金負債 33 28

再評価に係る繰延税金負債 440,064 440,064

退職給付引当金 152,718 185,199

債務保証損失引当金 － 179,800

関係会社事業損失引当金 － 77,658

その他 1,800 1,800

固定負債合計 737,675 1,193,891

負債合計 1,685,989 1,947,128

 



（単位：千円）

前事業年度
(平成22年２月28日)

当事業年度
(平成23年２月28日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,713,552 2,713,552

資本剰余金

資本準備金 200,233 200,233

資本剰余金合計 200,233 200,233

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △227,646 △1,135,560

利益剰余金合計 △227,646 △1,135,560

自己株式 △3,573 △3,610

株主資本合計 2,682,565 1,774,614

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 49 42

土地再評価差額金 643,838 643,838

評価・換算差額等合計 643,888 643,881

新株予約権 60,000 18,000

純資産合計 3,386,453 2,436,495

負債純資産合計 5,072,443 4,383,624

 



  ②【損益計算書】

（単位：千円）

前事業年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当事業年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

売上高

製品売上高 1,647,494 1,381,567

商品売上高 278,815 405,313

デジタル売上高 247,857 －

ゆるみ止めナット売上高 － 108

売上高合計 2,174,167 1,786,988

売上原価

製品半製品期首たな卸高 131,712 155,281

商品期首たな卸高 178 47,551

当期製品製造原価 1,349,943 1,048,134

当期商品仕入高 310,660 370,800

当期デジタル原価 156,572 －

当期ゆるみ止めナット原価 － 84

合計 1,949,066 1,621,853

製品半製品期末たな卸高 155,281 127,822

商品期末たな卸高 47,551 42,653

他勘定振替高 22,993 △190

売上原価合計 1,723,241 1,451,567

売上総利益 450,925 335,421

販売費及び一般管理費

販売手数料 5,000 903

広告宣伝費 6,174 3,801

貸倒引当金繰入額 － 109

役員報酬 60,786 62,420

給料及び手当 217,613 203,872

賞与引当金繰入額 8,685 9,180

退職給付費用 22,385 28,923

福利厚生費 56,291 55,875

旅費及び交通費 39,698 35,540

交際費 1,726 1,698

地代家賃 30,489 28,216

租税公課 19,775 11,461

減価償却費 12,044 13,107

事務費 7,146 6,802

図書費 746 871

水道光熱費 2,909 2,561

修繕費 7,363 6,989

保険料 6,644 4,357

通信費 8,897 8,106

調査費 363 176

業務委託費 86,297 78,606

研究開発費 26,052 9,651

雑費 22,153 22,082

販売費及び一般管理費合計 649,246 595,318

営業損失（△） △198,320 △259,897

 



  
  

（単位：千円）

前事業年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当事業年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

営業外収益

受取利息 5,718 2,761

受取配当金 808 810

不動産賃貸料 25,857 24,410

業務委託料 7,980 7,336

助成金収入 － 12,733

雑収入 8,579 12,410

営業外収益合計 48,944 60,463

営業外費用

支払利息 6,663 9,206

社債利息 1,491 295

手形譲渡損 1,620 974

賃貸不動産費用 21,292 19,482

株式交付費償却 20,174 3,223

社債発行費償却 1,793 1,578

借地権償却 4,303 4,303

為替差損 2,295 7,193

支払手数料 － 8,000

雑損失 8,253 1,507

営業外費用合計 67,889 55,764

経常損失（△） △217,265 △255,198

特別利益

貸倒引当金戻入額 159,637 4,773

その他 5,523 －

特別利益合計 165,161 4,773

特別損失

貸倒引当金繰入額 67,716 71,038

減損損失 80,555 4,010

投資有価証券評価損 － 25,200

商品評価損 － 13,248

会員権評価損 4,000 －

関係会社支援損 － 28,032

関係会社株式評価損 － 250,000

債務保証損失引当金繰入額 － 179,800

関係会社事業損失引当金繰入額 － 77,658

その他 － 270

特別損失合計 152,271 649,258

税引前当期純損失（△） △204,374 △899,683

法人税、住民税及び事業税 8,300 8,230

法人税等調整額 － －

法人税等合計 8,300 8,230

当期純損失（△） △212,674 △907,913

 



  

  

  

  

原価計算の方法 

  当社の原価計算は、個別原価計算法を採用しております。その賦課の方法は直接材料費及び直接経費は

各個別製造番号ごとに直課し、直接賃金及び製造部門間接費は発生額を直接工員総作業時間にて除し直接

作業時間一時間当りの配賦額を算出し個別製造番号ごとの加工時間に前記単位配賦額を乗じた額を配賦し

ております。 

  

製造原価明細書

前事業年度
(自  平成21年３月１日
至  平成22年２月28日)

当事業年度
(自  平成22年３月１日
至  平成23年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ  材料費 499,600 43.0 487,924 41.8

Ⅱ  労務費 231,712 20.0 208,559 17.9

Ⅲ  経費 ※１ 429,706 37.0 469,524 40.3

    当期総製造費用 1,161,019 100.0 1,166,009 100.0

    期首仕掛品棚卸高 310,532 144,051

合計 1,471,551 1,310,060

    他勘定へ振替 ※２ 22,443 200

    期末仕掛品棚卸高 144,051 261,724

    当期製品製造原価 1,349,943 1,048,134
 

前事業年度
(自  平成21年３月１日
至  平成22年２月28日)

当事業年度
(自  平成22年３月１日
至  平成23年２月28日)

※１  経費の主なものは次の通りであります。

外注加工費 250,436千円

減価償却費 33,754千円

旅費交通費 26,404千円
 

※１  経費の主なものは次の通りであります。

外注加工費 310,054千円

減価償却費 25,096千円

旅費交通費 22,600千円

※２  他勘定へ振替の内訳は次の通りであります。

原材料へ振替 22,443千円
 

※２  他勘定へ振替の内訳は次の通りであります。

原材料へ振替 200千円
 



  ③【株主資本等変動計算書】

（単位：千円）

前事業年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当事業年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

株主資本

資本金

前期末残高 2,713,552 2,713,552

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,713,552 2,713,552

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 200,233 200,233

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 200,233 200,233

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 － －

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 － －

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 △14,971 △227,646

当期変動額

当期純損失（△） △212,674 △907,913

当期変動額合計 △212,674 △907,913

当期末残高 △227,646 △1,135,560

利益剰余金合計

前期末残高 △14,971 △227,646

当期変動額

当期純損失（△） △212,674 △907,913

当期変動額合計 △212,674 △907,913

当期末残高 △227,646 △1,135,560

自己株式

前期末残高 △3,547 △3,573

当期変動額

自己株式の取得 △25 △37

当期変動額合計 △25 △37

当期末残高 △3,573 △3,610

株主資本合計

前期末残高 2,895,265 2,682,565

当期変動額

自己株式の取得 △25 △37

当期純損失（△） △212,674 △907,913

当期変動額合計 △212,700 △907,950

当期末残高 2,682,565 1,774,614

 



（単位：千円）

前事業年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当事業年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △2 49

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

52 △7

当期変動額合計 52 △7

当期末残高 49 42

土地再評価差額金

前期末残高 643,838 643,838

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 643,838 643,838

評価・換算差額等合計

前期末残高 643,836 643,888

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

52 △7

当期変動額合計 52 △7

当期末残高 643,888 643,881

新株予約権

前期末残高 － 60,000

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 60,000 △42,000

当期変動額合計 60,000 △42,000

当期末残高 60,000 18,000

純資産合計

前期末残高 3,539,102 3,386,453

当期変動額

自己株式の取得 △25 △37

当期純損失（△） △212,674 △907,913

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 60,052 △42,007

当期変動額合計 △152,648 △949,957

当期末残高 3,386,453 2,436,495

 



該当事項はありません。 

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）重要な会計方針

前事業年度
(自  平成21年３月１日
至  平成22年２月28日)

当事業年度
(自  平成22年３月１日
至  平成23年２月28日)

１  有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

１  有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

同左

(2) その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定)

(2) その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

２  デリバティブ等の評価基準及び評価方法

デリバティブ

時価法

２  デリバティブ等の評価基準及び評価方法

デリバティブ

同左

３  ヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。なお、金利

スワップについて特例処理の要件を満たしてい

る場合は、特例処理を採用しております。

３  ヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法

同左

ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象

金利スワップ 借入金

ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

ヘッジ方針

為替相場や金利の市場変動によるリスクを回避

するためにデリバティブ取引を利用しており、

投機目的のものはありません。

ヘッジ方針

同左

ヘッジ有効性の評価

特例処理によっている金利スワップについて

は、有効性の評価を省略しております。

ヘッジ有効性の評価

同左

４  たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品、製品、半製品、仕掛品

個別法による原価法(収益性の低下による簿価切

下げの方法)

４  たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品、製品、半製品、仕掛品

同左

原材料、貯蔵品

移動平均法による原価法(収益性の低下による簿

価切下げの方法)

原材料、貯蔵品

同左

（会計方針の変更）

当事業年度より「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公

表分）を適用しております。

なお、これによる影響額は軽微であります。



  

前事業年度
(自  平成21年３月１日
至  平成22年２月28日)

当事業年度
(自  平成22年３月１日
至  平成23年２月28日)

５  固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)…定率法

ただし、平成10年４月１日以降取得の建物(附属

設備は除く)については定額法を採用しておりま

す。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物      ７年～45年

機械装置及び運搬具  ６年～17年

工具器具備品        ２年～15年

５  固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

同左

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)…定額法

なお、ソフトウエア(自社利用)については、社内

における利用可能期間(５年)による定額法を採用

しております。

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

同左

(3) リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引の

うち、リース取引開始日が平成21年２月28日以前

のリース取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

(3) リース資産

同左

６  繰延資産の処理方法

株式交付費、社債発行費

定額法。

６  繰延資産の処理方法

株式交付費、社債発行費

同左

７  外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。

７  外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

同左

８  引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権に

ついては、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

８  引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

従業員の賞与支給に充てるため、支給見込額基準

により当事業年度の負担額を計上しております。

(2) 賞与引当金

同左

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務の見込額に基づき計上してお

ります。

なお、会計基準変更時差異(241,439千円)につい

ては、15年による按分額を費用処理しておりま

す。

(3) 退職給付引当金

同左

(4) 債務保証損失引当金

債務保証に係る損失に備えるため、被保証先の財

政状態等を勘案し、損失負担見込額を計上してお

ります。

(5) 関係会社事業損失引当金

関係会社の事業に係る損失に備えるため、当該関

係会社の財政状態等を勘案し、損失負担見込額を

計上しております。

９  その他財務諸表作成のための基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

税抜き方式によっております。

９  その他財務諸表作成のための基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

同左
 



（６）財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前事業年度
(自  平成21年３月１日
至  平成22年２月28日)

当事業年度
(自  平成22年３月１日
至  平成23年２月28日)

（リース取引に関する会計基準）

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当事業年度より「リース取引に関する会

計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企

業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及

び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会

計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改

正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用し

ております。

これによる影響はありません。

―――――――――――



  

（７）注記事項

(貸借対照表関係)

前事業年度末 
(平成22年２月28日)

当事業年度末 
(平成23年２月28日)

※１  関係会社に対する主な資産・負債

未収入金 65,562千円

前渡金 20,642千円

短期貸付金 115,000千円

長期貸付金 108,000千円

買掛金 28,014千円

未払金 115,000千円

前受金 24,516千円
 

※１  関係会社に対する主な資産・負債

売掛金 5,346千円

未収入金 65,720千円

未収収益 7,310千円

前渡金 1,526千円

短期貸付金 87,000千円

支払手形及び買掛金 82,682千円

前受金 13,841千円

※２  担保に供している資産

土地 1,395,193千円

建物 146,287千円

  合計 1,541,480千円
 

      上記に対応する債務

短期借入金 100,000千円

長期借入金 308,170千円

(うち一年以内返済予定) 165,110千円
 

※２  担保に供している資産

土地 1,392,448千円

建物 130,511千円

  合計 1,522,960千円

      上記に対応する債務

短期借入金 －千円

長期借入金 571,420千円

(うち一年以内返済予定) 262,080千円

  ３  債務保証

連結子会社の金融機関等からの借入に対し債務

保証を行っている。

長期借入金 571,420千円

㈱東京試験機 101,690千円

  合計 437,748千円
 

  ３  債務保証

連結子会社の金融機関等からの借入に対し債務

保証を行っている。

㈱ＫＨＩ 179,800千円

㈱東京試験機 161,372千円

債務保証損失引当金 △179,800千円

  合計 161,372千円

  ４  受取手形割引高 －千円
 

  ４  受取手形割引高 28,376千円

※５  「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31

日公布法律第34号)及び「土地の再評価に関する

法律の一部を改正する法律」(平成11年３月31日

公布法律第24号)に基づき、事業用土地の再評価

を行い、評価差額については、当該評価差額に係

る税金相当額を、「再評価に係る繰延税金負債」

として負債の部に計上し、これを控除した金額を

「土地再評価差額金」として純資産の部に計上し

ております。

再評価を行った年月日 平成12年11月30日

同法律第３条第３項に定

める再評価方法

土地の再評価に関

する法律施行令

(平成10年３月31

日公布政令第119

号)第２条第３号

に定める固定資産

税評価額(平成12

年１月１日基準

日)に基づいて算

出しております。
 

再評価を行った土地の事業年度末における時価

と再評価後の帳簿価額との差額

△674,800千円
 

※６  期末日満期手形

期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理しております。なお、当期末日が金

※５  「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31

日公布法律第34号)及び「土地の再評価に関する

法律の一部を改正する法律」(平成11年３月31日

公布法律第24号)に基づき、事業用土地の再評価

を行い、評価差額については、当該評価差額に係

る税金相当額を、「再評価に係る繰延税金負債」

として負債の部に計上し、これを控除した金額を

「土地再評価差額金」として純資産の部に計上し

ております。

再評価を行った年月日 平成12年11月30日

同法律第３条第３項に定

める再評価方法

土地の再評価に関

する法律施行令

(平成10年３月31

日公布政令第119

号)第２条第３号

に定める固定資産

税評価額(平成12

年１月１日基準

日)に基づいて算

出しております。

再評価を行った土地の事業年度末における時価

と再評価後の帳簿価額との差額

△697,451千円
 

―――――――――――



  

融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が

期末残高に含まれております。

受取手形 12,119千円

支払手形 29,414千円
 

 



(損益計算書関係)

前事業年度
(自  平成21年３月１日
至  平成22年２月28日)

当事業年度
(自  平成22年３月１日
至  平成23年２月28日)

※１  研究開発費の総額

一般管理費及び当期製造費用

に含まれる研究開発費
26,052千円

※１  研究開発費の総額

一般管理費及び当期製造費用

に含まれる研究開発費
9,651千円

※２  デジタル事業に関する売上と原価であります。 ―――――――――――

※３  各科目に含まれている関係会社に対するものは次

のとおりであります。

受取利息 4,857千円

不動産賃貸料 16,350千円

業務受託料 7,980千円

※３  各科目に含まれている関係会社に対するものは

次のとおりであります。

受取利息 2,531千円

不動産賃貸料 18,940千円

業務受託料 4,527千円

※４ 減損損失

（1）減損損失を認識した資産グループ

用途 場所 種類 金額（千円）

デジタル

事業販売

業務設備

工具、器具及び備品 76,501

賃貸資産
新潟県

長岡市

建物及び構築物 1,356

土地 2,697

（2）資産のグルーピングの方法

当社グループでは、継続的に損益の把握を実施

している管理会計上の単位である事業グループ別

に、賃貸資産については個々の資産ごとにグルー

ピングを行っております。

（3） 減損損失の認識に至った経緯

マルチメディアキオスク端末を利用した広域負

担分散型のデータセンター事業において取引企業

の経営状況が悪化しており、当社グループの業務

に影響を与えており、また今後の見通しについて

も不透明であるため上記設備の帳簿価額を全額減

損損失として特別損失に計上いたしました。

賃貸資産については収益性の低下により回収可

能性が認められなくなったため、帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、減損損失4,053千円を特別

損失に計上しております。

（4）回収可能価額の算定方法

当該資産グループの回収可能価額は、正味売却

価額により測定しており、不動産鑑定評価額等を

基に合理的な調整を加えて算定しております。

※５  通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の

低下による簿価切下額

売上原価 518千円

※４ 減損損失

（1）減損損失を認識した資産グループ

用途 場所 種類 金額(千円)

賃貸資産
新潟県長

岡市

建物及び構築物 1,266

土地 2,744

（2）資産のグルーピングの方法

当社グループでは、継続的に損益の把握を実

施している管理会計上の単位である事業グルー

プ別に、賃貸資産については個々の資産ごとに

グルーピングを行っております。

（3） 減損損失の認識に至った経緯

上記資産について、営業活動から生ずる損益

が継続してマイナスであるため、賃貸資産につ

いても、収益性の低下により回収可能性が認め

られなくなったため、上記資産の帳簿価額を回

収可能額まで減額し、当該減少額を減損損失と

して特別損失に計上いたしました。

（4） 回収可能価額の算定方法

当該資産グループの回収可能価額は、正味売

却価額により測定しており、不動産鑑定評価額

等を基に合理的な調整を加えて算定しておりま

す。

※５  通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性

の低下による簿価切下額

売上原価 73,008千円



前事業年度(自  平成21年３月１日  至  平成22年２月28日) 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注)  自己株式の株式数の増加753株は単元未満株式の買取による増加であります。 

当事業年度(自  平成22年３月１日  至  平成23年２月28日) 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注)  自己株式の株式数の増加753株は単元未満株式の買取による増加であります。 

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度末株式数 
(株)

当事業年度増加株式数
(株)

当事業年度減少株式数 
(株)

当事業年度末株式数
(株)

普通株式(注) 20,850 753 ― 21,603

合計 20,850 753 ― 21,603

前事業年度末株式数 
(株)

当事業年度増加株式数
(株)

当事業年度減少株式数 
(株)

当事業年度末株式数
(株)

普通株式(注) 21,603 1,827 ― 23,430

合計 21,603 1,827 ― 23,430



(リース取引関係)

前事業年度
(自  平成21年３月１日
至  平成22年２月28日)

当事業年度
(自  平成22年３月１日
至  平成23年２月28日)

１  ファイナンス・リース取引(借主側)

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①リース資産の内容

(ア) 有形固定資産

試験機事業における生産設備(機械及び装置)

であります。

１  ファイナンス・リース取引(借主側)

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①リース資産の内容

(ア) 有形固定資産

同左

(イ) 無形固定資産

ソフトウエアであります。

(イ) 無形固定資産

同左

②リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「４  固定資産の減価償却の方法」

に記載のとおりであります。

②リース資産の減価償却の方法

同左

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっており、その内容は次のとおりで

あります。

同左

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

期末残高
相当額 
(千円)

機械及び装置 38,675 25,282 13,393

工具器具備品 27,093 18,185 8,907

合計 65,768 43,467 22,300

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

期末残高
相当額 
(千円)

機械及び装置 38,675 31,728 6,947

工具器具備品 27,093 22,749 4,344

合計 65,768 54,477 11,291

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 11,009千円

１年超 11,291千円

  合計 22,300千円

なお、未経過リース料期末残高相当額は、有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 5,211千円

１年超 6,080千円

  合計 11,291千円

なお、未経過リース料期末残高相当額は、有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 11,864千円

減価償却費相当額 11,864千円

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 11,009千円

減価償却費相当額 11,009千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左



前事業年度(平成22年２月28日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当事業年度(平成23年２月28日) 

子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額 関係会社株式911,263千円）は、市場価格がなく、時価を把握

することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。 

(有価証券関係)



(税効果会計関係)

前事業年度 
(平成22年２月28日)

当事業年度 
(平成23年２月28日)

１  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳

繰延税金資産

退職給付引当金 62,785千円

繰越欠損金 489,783千円

たな卸資産評価損 2,482千円

賞与引当金 5,984千円

減損損失 41,898千円

株式評価損 231,712千円

貸倒引当金 123,257千円

未払事業税 1,575千円

その他 9,406千円

繰延税金資産小計 968,886千円

評価性引当額 △968,886千円

繰延税金資産合計 ―千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △33千円

繰延税金負債合計 △33千円

再評価に係る繰延税金資産

土地再評価差額 ―千円

評価性引当額 ―千円

再評価に係る繰延税金資産合計 ―

再評価に係る繰延税金負債

土地再評価差額 △440,064千円

再評価に係る繰延税金負債合計 △440,064千円

１  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳

繰延税金資産

退職給付引当金 75,191千円

繰越欠損金 548,516千円

たな卸資産評価損 7,890千円

賞与引当金 5,986千円

減損損失 43,601千円

株式評価損 333,212千円

貸倒引当金 137,954千円

未払事業税 1,555千円

債務保証損失引当金 72,998千円

関係会社事業損失引当金 31,529千円

その他 47,450千円

繰延税金資産小計 1,305,811千円

評価性引当額 △1,305,811千円

繰延税金資産合計 ―千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △28千円

繰延税金負債合計 △28千円

再評価に係る繰延税金資産

土地再評価差額 ―千円

評価性引当額 ―千円

再評価に係る繰延税金資産合計 ―

再評価に係る繰延税金負債

土地再評価差額 △440,064千円

再評価に係る繰延税金負債合計 △440,064千円

２  法定実効税率を税効果会計適用後の法人税等の負担

額との差異の原因となった主な項目別の内訳

税引前当期純損失が計上されているため記載してお

りません。

２  法定実効税率を税効果会計適用後の法人税等の負担

額との差異の原因となった主な項目別の内訳

同左



(注)  算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

１  １株当たり純資産額 

２  １株当たり当期純損失及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

(１株当たり情報)

前事業年度
(自  平成21年３月１日
至  平成22年２月28日)

当事業年度
(自  平成22年３月１日
至  平成23年２月28日)

１株当たり純資産額 46.64円 １株当たり純資産額 33.91円

１株当たり当期純損失 2.98円 １株当たり当期純損失 12.73円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純損

失であるため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純損

失であるため記載しておりません。

前事業年度
(自  平成21年３月１日
至  平成22年２月28日)

当事業年度
(自  平成22年３月１日
至  平成23年２月28日)

貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 3,386,453 2,436,495

純資産の部の合計額から控除する金額

  新株予約権(千円) 60,000 18,000

普通株式に係る純資産額(千円) 3,326,453 2,418,495

普通株式の発行済株式数(株) 71,337,916 71,337,916

普通株式の自己株式数(株) 21,603 23,430

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式

の数(株)
71,316,313 71,314,486

前事業年度
(自  平成21年３月１日
至  平成22年２月28日)

当事業年度
(自  平成22年３月１日
至  平成23年２月28日)

損益計算書上の当期純損失(△)(千円) △212,674 △907,913

普通株式に係る当期純損失(△)(千円) △212,674 △907,913

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 71,316,886 71,315,229

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用
いられた普通株式増加数の主要な内訳

転換社債(株) ― ―

普通株式増加数(株) ― ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額の算定に含めなかった潜在
株式の概要

新株予約権１種類
(新株予約権の数 
40,000個) 
なお、新株予約権の概要
は「第４  提出会社の状
況  １  株式等の状況
(2) 新株予約権等の状
況」に記載のとおりであ
ります。

新株予約権１種類 
(新株予約権の数 
12,000個) 
なお、新株予約権の概要
は「第４  提出会社の状
況  １  株式 等の状況
(2) 新株予約権等の状
況」に記載のとおりであ
ります。



該当事項はありません。 

６．その他




